「地公波及阻止」交渉の前進にむけたメッセージ
全国の組合員の皆さま、「地公波及阻止」に向けた全国統一闘争に結集し、全力でたたかいを進めていることに敬意を表するとともに、自治労中央闘争委員会を代表してたたかいの決意を申し上げます。
政府は、連合、公務労協・自治労からの再三の申し入れや地方六団体からの強い反発があったにもかかわらず、国家公務員給与の臨時削減を地方公務員にも「要請」することを1月24日に閣議決定し、それに基づく地方税改正法案と地方交付税等改正法案を3月29日に成立させました。

今回の給与削減について、政府は、あくまで「要請」であるとの説明を繰り返していますが、地方交付税を一方的に削減し、地方自治体に給与削減を「強要」するものに他なりません。地方自治体の固有財源であり、共有財源である地方交付税を、時々の政府の思惑でコントロール、政策誘導しようとする政府に、地方分権を語る資格はないと言わざるを得ません。
すなわち、今回政府が行おうとしていることは、「地方自治の本旨」をないがしろにし、自治体労使自治に不当に介入するものです。我々は、自治体職員の賃金・労働条件は、自治体労使の交渉と合意によって決定するという当たり前のことに拘り、粘り強く交渉し、阻止を勝ち取っていかなければなりません。

政府は自治体に対し7月からの削減を一方的に要請していますが、2013年度政府予算案については遅くとも5月中旬には成立することが確実であり、今後、すべての自治体において、どう対応するかの決断が迫られることになります。これまでの交渉で、現在、全国で94単組が阻止を勝ち取っていますが、それぞれの単組の頑張りと交渉成果が、全国の単組の交渉の大きな支えとなり、力となります。本日から25日までの第一次の交渉のヤマ場において、すべての単組で粘り強く交渉を続け、「地公波及阻止」の大きなうねりを作り出し、労使自治に不当介入する政府にNOを突きつけましょう。そして、すべての単組が、4.26全国統一行動に結集しましょう。自治労本部として、最後までたたかう決意を明らかにし、皆さまへの連帯のメッセージといたします。
ともにたたかいましょう。
2013年4月22日　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
中央闘争委員長　徳永　秀昭
